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産業廃棄物処理指導計画の目標と現況

・排出量の目標は2,500千トンに対し、R5年度時点で2,483千トンで前倒して達成
・再生利用率の目標32％に対し、R5年度時点で34％で前倒して達成
・最終処分量の目標は43千トンに対し、Ｒ5年度時点で56千トンのため未達成
・廃プラスチックの再生利用率目標は71％に対し、R5年度時点で前倒して達成

産業廃棄物指導計画の達成状況

項目 Ｒ４年度
全国実績
（※参考）

R元年度
（前回調査）

R５年度
（今回調査）

7

排出量（千トン） 370,218 2,556 2,483 2,500

減量化量（千トン） 159,043 1,677 1,573 ―

減量化率 43% 67% 64% ―

再生利用量（千トン） 202,429 811 854 ―

再生利用率 55% 32% 34% 32％

最終処分量（千トン） 8,746 68 56 43

最終処分率 2% 3% 2% ―

プラ再生利用率 62％ 58％ 71％ 71％

※全国平均については環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書令和４年度速報値」（令和６年５月29日報道発表）を使用
※全国の再生利用率が高いのは再生利用率の高い家畜のふん尿（農業・林業で出る）の排出が無いため



排出量は前回調査（2019年度）の数値では、令和元年度台風により水道業汚泥が急増したため特異値と見て、
さらに１つ前の（2014年度）と比較して減少要因を確認したところ、
総排出量は2014年度から2023年度に掛けて25千トン減少し、業種別で最も減少したのは鉄鋼業で－215千トン、
中でも廃棄物の種類で最も減少したのは、鉄鋼業のばいじんが－216千トンであった。
鉄鋼業における主要施設の廃止など、鉄鋼業界の環境変化が排出量に影響を与えているものと考えられる。
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排出量の推移（業種別：左、種類別：中、表：右）

目標「排出量250万トン」の振り返り

排出量の目標と現況

2014年度 2019年度 2023年度

汚泥 1495 1660 1447

その他 430 497 578

がれき類 299 336 373

ばいじん(鉄鋼業) 282 52 66

ばいじん(他業種) 2 12 20

2014年度 2019年度 2023年度

電気・水道業 898 1034 937

建設業 462 551 562

他製造業 659 722 748

鉄鋼業
（製造業）

406 197 191

その他業種 84 50 45



鉄鋼業について、世界では中国を中心に粗鋼生産能力が2000年以降増大する中で、見掛消費量（需要）の超過
が続いており、供給過剰な状況にある
また、全国的に粗鋼生産量は2007年度をピークとして、生産量が低下傾向にあり、2014年度には１億ﾄﾝを超えてい
た生産量が、2020年度には８千万ﾄﾝ超となっていることから、市内においても生産量の縮小が副産物である排出量
減少にも影響を与えていることが考えられる
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粗鋼生産推移（全国）

目標「排出量250万トン」の補足

鉄鋼業の排出量減少について

2014年度：1億ﾄﾝ超 2020年度：8千万ﾄﾝ超

世界の鉄鋼生産能力と需要量の推移

経済産業省 第10回 産業構造審議会 製造産業分科会資料抜粋
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主な高炉の閉鎖・休止状況（全国）

目標「排出量250万トン」の補足

鉄鋼業の排出量減少について

鉄鋼メーカー経常利益推移（全国）

経済産業省 第10回 産業構造審議会 製造産業分科会資料抜粋

鉄鋼業を取り巻く事業環境の変化を受けて、鉄鋼業界全体の経常利益は減少傾向にあり、全国的に老朽高炉の改
修・閉鎖・休止などが進んでいる状況



再生利用率は前回調査（2019年度）から今回調査（2023年度）に掛けて2％増加し、同期間で最も再生利用量が増
加した廃棄物種類は、がれき類35千トンで、そのうち30千ﾄﾝを建設業が占めていた。
また、コンクリートを含めたガラス陶磁器くずも建設業で49千ﾄﾝ増加しており、工事現場等から出るがれき類（再
生利用率96％）やガラス陶磁器くず（再生利用率92％）の再生利用量の増加が多いことから、再生利用率にも影響
を及ぼしていることが考えられる。
なお、2014年度は2023年度に比べ鉄鋼業の排出量（ばいじん）が多く、ばいじんの再生利用量（再生利用率95％）
も多く発生したため、高い再生利用率に繋がっていた。
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業種別再生利用量の推移 2023年度の再生利用量内訳

目標「再生利用率32％」の振り返り

再生利用率の目標と概要



建設業でがれき類の排出が増加したことの要因として、鉄筋コンクリートなどの非木造建築の除却戸数が増加した
ことが考えられる。
国交省の減失統計調査を比較すると、神奈川県内において2018年度の非木造除却戸数が49万3千戸であったのに対し、
2023年度は60万5千戸と10万戸近く増加しており、約２割近い伸び率であった。
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建設物減失統計調査の比較（2018年度～2023年度）

目標「再生利用率32％」の補足

建設業のがれき類について

建築物滅失統計調査での比較（出典：国土交通省建築物減失統計調査）

　

除却建築物の床面積の合計（㎡）災害による全壊・半壊も含む（神奈川県全体）
木造 非木造

令和元年度 424,508 493,630

令和５年度 273,918 605,033

R5/R1 64.5% 122.6%

※建築物滅失統計調査は、建築基準法第15条第１項及び第３項の規定により届出等が義務づけられている建築物を対象とする統計調査
で、毎月調査結果を公表している。建築物滅失統計調査では、建築物の滅失状況について構造別の建築物の数、住宅の戸数、床面積の
合計などの結果を、全国、都道府県の地域で提供している。
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推計値（2025年度）の再生利用率（排出量に占める再生利用量の割合）が2023年度の実績から１％減少する
要因として、鉄鋼業の排出量（と連動して再生利用量）が減少する予測をしたことが波及していると考えられる。
今回（2023年度）と推計値（2025年度）の再生利用量を比較すると、40千トン減少しており、その内35千トンは鉄
鋼業のばいじん、鉱さいの減少分であった。
今回（2023年度）から推計値（2025年度）の排出量の減少率は0.02%
今回（2023年度）から推計値（2025年度）の再生利用量の減少率は0.05%であり、
排出量の減少率を再生利用量の減少率が上回り、25年度における再生利用量の占める割合が23年度より
小さくなったため、結果として推計値（2025年度）における再生利用率が１％下がることとなった。
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再生利用量の比較

目標「再生利用率32％」の補足

推計値（2025年度）の再生利用率が１％下がる要因

2023年度
実測値(A)

2025年度
推計値(B)

減少量(C)
(C=A-B)

減少率
（C／A）

排出量（D） 2483 2436 47 0.02%

再生利用量（E） 854 814 40 0.05%

再生利用率
（E／D）

34％ 33％
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最終処分量は前回調査（2019年度）から今回調査（2023年度）に掛けて12千トン減少し、最も増加した廃棄物の
種類は、がれき類（鉄鋼業）が4千トン、最も減少したのはガラス陶磁器くずが－8千トンであった。
業種別では鉄鋼業では5千トン増加している一方で、建設業で19年度比で15千トン減少している。
鉄鋼業で石綿含有廃棄物を含んだがれき類の最終処分量が増加し、最終処分量の内訳に影響を与えている。

目標「最終処分量4万3千トン」の振り返り

最終処分量の目標と概要

2023年度の最終処分量内訳最終処分量の推移（業種別：右、種類別：左）
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廃プラスチック類の再生利用率は前回調査（2019年度）から今回調査（2023年度）に掛けて13％増加した。
業種別再生利用率で最も増加したのは製造業で24％増加し、次いで建設業で15％増加している。
最も再生利用量が増加した業種は、製造業で5千トンであった。
製造業に次いで排出量の大きい建設業でも再生利用量が増加し、再生利用率に影響を与えている。

目標「廃プラスチック類の再生利用率71％」の振り返り

プラスチック類再生利用率の概要

プラ再生利用率の推移プラ排出量と再生利用量の推移（排出量：左 再生利用量：右）

業種 合計 製造
業

卸・
小売
業

建
設
業

その
他

再生
利用率
2019年度

58
％

39
％

74
％

76
％

52％

再生
利用率
2023年度

71
％

63
％

77
%

91
％

47%
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目標「廃プラスチック類の再生利用率71％」の補足

・廃プラスチック類の排出量は全体の２％にあたる51千トン、
そのうち、71％にあたる36千トンが再生利用された。

・上位３業種で全排出量の８割以上を占め、いずれも再生利用率は60％を上回っている。

廃プラスチック類の処理状況

業種別の排出量内訳
（令和５年度）

業種 合計 製造業 卸・
小売
業

建設業 その他

廃プラ
排出量（千ﾄﾝ）

51 19 13 12 7

廃プラ
再生利用率

71% 64% 77% 91% 47%

廃プラ
減量化率

22% 30% 17% 2% 40%

廃プラ
最終処分率

7% 7% 6% 6% 12%

※四捨五入で計上しているため、必ず100％とならない
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目標「廃プラスチック類の再生利用率71％」の補足

プラスチック類再生利用率上昇の要因

家電リサイクル法製造業者引き取り台数推移（全国）

環境省
「令和３年度における
家電リサイクル実績に
ついて（2022年）」
資料抜粋

製造業で再生利用率が上昇している影響として、家電リサイクル法での製造業引取台数は2018（平成30）年以降増
加傾向にあり、建設業では建設混合廃棄物の再資源化率（全国）※は1995年:5.5%、2000年: 7.3% 、2002年:17.2 % 、
2005年:14.5 % 、2008年:31.7 % 、2012年: 57.3% 、2018年:50.4 %と増加傾向にあり、市内ではプラスチック資源循
環促進法以外にも各種リサイクル法の普及による再生利用が進んでいることが考えられる

※環境省
「令和４年度建設廃棄物の
再資源化に関する調査・
検討業務報告書」出典



2023年度 2025年度
推計値

鉄鋼業 3.1 2.1

その他製造業 14.5 14.5

卸・小売業 12.5 12.6

建設業 11.8 12.0

医療・福祉業 3.8 3.8

その他 4.1 4.1

推計値（2025年度）の再生利用率（排出量に占める再生利用量の割合）が2023年度の実績から０．４％増加する
要因として、鉄鋼業の廃プラスチック類を含めた排出量が減少する予測をしたことが波及していると考えられる。
今回（2023年度）と推計値（2025年度）のプラスチック排出量を比較すると、0.7千トン減少しているが、
最も減少量が大きい業種は鉄鋼業1千トンの減少分であった。
今回（2023年度）から推計値（2025年度）の排出量の減少率は0.014%
今回（2023年度）から推計値（2025年度）の再生利用量の減少率は0.011%であり、
再生利用量の減少率を排出量の減少率が上回り、25年度における再生利用量の占める割合が23年度より
大きくなったため、結果として推計値（2025年度）における再生利用率が０．４％上がることとなった。
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排出量の比較

目標「廃プラスチック類の再生利用率71％」の補足

推計値（2025年度）のプラスチック再生利用率が０．４％上がる要因

2023年度
実測値(A)

2025年度
推計値(B)

減少量
(C＝A-B)

減少率
(C/A)

排出量
(C)

49.8 49.13 0.67 0.013%

再生利用
量(D)

35.5 35.1 0.4 0.011%

再生利用
率(D/C)

71.2％ 71.6％※

（※71.6％を四捨五入すると72％）



項目 抽出事業所数
（A）

抽出率 回収事業所数
（B）

不明回答
（C）

回収率
（B÷A-C）

建設業 1049 25.0％ 559 66 56.9％

製造業 536 18.8％ 269 24 52.5％

電気・水道業 62 95.4％ 44 3 74.6％

情報通信業 3 8.8％ 0 0 0％

運輸業 223 26.0％ 128 14 61.2％

卸・小売業 696 26.0％ 237 43 36.3％

学術研究・専門サービス業 38 21.6％ 23 2 63.9％

宿泊業・飲食店 470 10.8％ 104 39 24.1％

生活関連サービス業 29 6.2％ 15 2 55.6％

医療・福祉 310 6.1％ 176 16 59.9％

サービス業 84 30.2％ 64 0 76.2％

【合計】 3500 15.2％ 1619 209 49.2％ 14

産業廃棄物実態調査について

・国の調査指針に準拠し、調査票（アンケート）により市内事業者約４万件の中から標本調査を行い、
活動量指標をもとに全体推計することで、市内の産業廃棄物の実態を把握するもの

・3,500事業者を標本とし、回答事業所数は1619業者であった（回収率49.2％）
・調査実施期間 令和６年５月３１日～７月５日（３６日間）

産業廃棄物実態調査の概要

※市の産業構造で排出量の多い業種を中心に経年調査しており、農業・林業等は調査していない
※回収率：抽出事業所数から宛先不明など不明回答を

除いた内の、回答事業所数の割合



発　生　量 有償物量 資源化量

4,338 1,854 2,708
[100.0%] [42.7%] [62.4%]

排　出　量

2,483
[57.3%] 自己減量化量 減量化量

 (100.0%) 1,380 1,574
[31.8%] [36.3%]

(55.6%) (63.4%)

自己再生利用量 再生利用量

9 委託処理量 194 854
[0.2%] 1,094 844 [19.7%]

(0.4%) [25.2%] (34.4%)

(44.1%) 56
搬　出　量

1,094 保管量

[25.2%] 0
(44.1%) [0.0%]

自己最終処分量 (0.0%)

0
[0.0%] 最終処分量

（単位：千t/年） (0.0%) 56
[1.3%]

[  ]内の数値は、発生量に対する割合。  (2.3%)

（ ）内の数値は、排出量に対する割合。 15

産業廃棄物処理状況の概要

・市内で発生した産業廃棄物の処理状況は下記のとおり（赤枠は目標値と関係あるデータ）

産業廃棄物処理フロー図（2023年実態調査）
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産業廃棄物処理状況の概要

産業廃棄物処理フロー図に関する用語の定義

項目 説明

発生量 事業場内等で発生した産業廃棄物排出量及び有償物量の合計

有償物量 発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量
（他者に有償売却できるものを自己利用した場合を含む。）

排出量 発生量のうち、有償物量を抜いた量

搬出量 自己最終処分量、保管量、委託処理量（自己処理後の二次処理含む）の合計

自己減量化量 排出量から自ら中間処理した産業廃棄物量のうち、中間処理後量を差し引いた量

自己再生利用量 排出量から自ら中間処理した産業廃棄物量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却した量

自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量

委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量

資源化量 有償物量と再生利用量の合計

減量化量 委託中間処理量から委託中間処理後量を差し引いた量

再生利用量 排出事業者又は処理業者等で再生利用された量

保管量 保管されている量

最終処分量 排出事業者又は処理業者等の最終処分量の合計

【出典】環境省：産業廃棄物排出・処理実態調査指針改訂版（平成22年4月）
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産業廃棄物排出量の内訳

・種類別に見ると、汚泥の排出量が最も多く６割弱を占め、次にがれき類が続いており、この２種
類で全体の約73％を占めている

・全国では、汚泥に次いで動物のふん尿、がれき類が多く、３種で約80％を占めている

種類別排出量内訳

（全国平均：2022年度）

※全国平均については環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書令和４年度速報値」（令和６年５月29日報道発表）を使用

（川崎市：2023年度）
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産業廃棄物排出量の内訳

・排出量を業種別で見ると、製造業が最も多く39.6％、後に電気・水道業（内35.4％が水道業の汚
泥）、建設業が次いでおり、三業種で全体の98.3％を占める

・全国平均では、電気・水道業が最も多く27.4%、製造業、建設業、さらには農業・林業の割合が
高く、四業種で全体の96.3％を占める

速報から見る業種別排出量内訳

※全国平均については環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書令和４年度速報値」（令和６年５月29日報道発表）を使用

（全国平均：2022年度）（川崎市：2023年度）



・2023年度の川崎市の産業廃棄物排出量は2,483千トン、再生利用率は34％、最終処分量は56千トン
・このうち減量化量の種類別内訳は1位：汚泥、2位：廃酸、3位：廃アルカリとなっている
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産業廃棄物の排出推移 減量化量の種類別内訳（2023年度）

産業廃棄物排出量の推移と内訳



・がれき類、ガラス陶磁器くず、ばいじんなどは再生利用率が高い
・汚泥（特に下水汚泥などの有機性汚泥）は含水率が高く、脱水による減量化率が高い
・建設系の廃棄物(がれき類、無機性汚泥、ガラス陶磁器くずなど）は工事内容により廃棄物の量や性状
に影響
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種類別の排出量に対する処理量の構成比

産業廃棄物の種類別・業種別の構成比

業種別の排出量に対する処理量の構成比



・排出量のうち、過半数は自己中間処理（脱水処理等）によって、減容化される
汚泥、廃酸、廃アルカリ、廃油などの液体性の廃棄物は9割以上自己中間処理されている

・委託処理段階では液体性の廃棄物（汚泥等）は、固体性廃棄物（がれき類等）より処理量が縮小
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自己中間処理量の種類別内訳

（2023年度）

委託中間処理量の種類別内訳

（2023年度）

産業廃棄物の中間処理量の状況

二次処理委託（63）

自己減量化量（1380）
自己再生利用量（5）

※単位の千ｔは四捨五入で計上しているため、グラフ間に数千ｔ前後の誤差がある



事業所 総排出量
中の割合
（％）

下水道汚泥処理施設A 約32

化学工業A 約5

食品製造業A 約4

鉄鋼業A 約3
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産業廃棄物の排出傾向

・水道処理施設から多くの汚泥が排出されており、主要３業種で汚泥の市内排出量の内、
99％を占めていることなどが特徴。

・製造業では化学工業の排出量が最も多く、市内の廃酸・廃アルカリの排出割合が全国平均より
高いことに繋がっている。

・排出量10万トンを超える排出事業者は水道業や製造業で占められている。

排出傾向及び主要排出事業者の特徴

排出量が多い事業所

項目 排出量
（千ﾄﾝ）

製造業
中割合
（％）

化学工業 237 約23

窯業・土石
製品製造業

131 約13

鉄鋼業 125 約12

食料品
製造業

113 約11

項目 排出量
（千ﾄﾝ）

汚泥排
出量中
の割合
（％）

電気・水
道業

910 約61

製造業 455 約30

建設業 125 約8

製造業内の排出量が多い業種汚泥排出量が多い業種
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・目標年度は2025年度であるが、最新の実績は2023年度実績のため、実績を基に
国の活動量指標に基づいて目標年度の排出量などの数値を予測した

・予測は計画の達成状況を確認する参考値として、実態調査の調査委託業者により算出
なお、これまでの産業廃棄物指導計画においても、予測を立てている

1％増
人口増加１％

1％増

鉄鋼業大手の多量計
画※を基に約３割減
活動量指標
製造品出荷額
平均１％未満増

34％減

微増
（千ﾄﾝ
未満）

産業廃棄物処理指導計画の目標値の達成状況（実績値と予測値）

※多量排出事業者による産業廃棄物処理計画書・産業廃棄物処理計画実施状況報告書
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将来予測の概要

【製造業】（目標年度は排出量減少）
製造業を大きく３つの産業（基礎素材型産業、加工組立型産業、生活関連・その他産業）に分け、
過去７年の製造品出荷額等の推移から、５つの回帰式（直線式、修正指数曲線、対数関数曲線、
べき乗曲線、ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ曲線）を用い、最も傾きが小さい式を採用

将来予測の手法について

基礎素材型産業
（木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、
石油製品・石炭製品製造業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、
窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業）

緩やかに増加すると推計
〇対数関数式（黄緑）を採用
鉄鋼業は大手業者の法定報告から
排出量が減少すると推計

加工組立型産業
（一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、
情報通信機械器具製造業、電子部品・デバイス製造業、
輸送用機械器具製造業、精密機械器具製造業）

緩やかに減少すると推計
〇べき乗式（紫）を採用

生活関連・その他型産業
（食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、
家具・装備品製造業、印刷・同関連業、
なめし革・同製品・毛皮製造業、その他の製造業）

緩やかに減少すると推計
〇べき乗式（紫）を採用
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将来予測の概要

【建設業】（目標年度は排出量微増）
川崎市では、臨海部工場跡地の基盤整備や京急川崎駅前での大規模複合施設プロジェクトが進行していくことが予測されるため、
人口の影響を受けると考えられ、「川崎市総合計画第３期実施計画策定に向けた将来人口推計（更新版）」によると、
令和12年（2030年）までは人口が増加、その後減少傾向に推移することが予測され、人口増加率に準じて増加すると予測
【電気・水道業】（目標年度は排出量微増）
上下水道に関しては、人口により下水汚泥が増減するため、人口増加率に準じて増加すると予測
電気・ガス業に関しては、新たに稼働する火力発電所等の計画はないため、現状のまま推移すると予測
【その他の業種】（目標年度は排出量微増）
第３次産業が占めるため、人口増加率に準じて増加すると予測

将来予測の手法について

川崎市総合計画第３期実施計画策定に向けた将来人口推計（更新版）より引用
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将来予測の概要

2025年度の推計値で鉄鋼業についてのみ、個別推計を行った理由は、
・市内業者の上位排出者に鉄鋼業者があり、現計画期間内での操業休止が予定され、排出量の急減が想定されたこと。
・実態調査は、調査票の合計値から業種全体の排出量を推計しており、鉄鋼業は当該大手事業者の排出量が鉄鋼業排出量の
約半数を占めていたことから、推計への影響があると考えられたこと。

・近年の市内排出量が250万トン前後で推移している中で鉄鋼業が縮小した場合、各目標達成状況に及ぼす影響があると考
えられたこと。

（23年度実績の鉄鋼業の排出量191千トンが操業休止で急減した場合、排出量と最終処分量に影響を与える）
という理由により、大手鉄鋼業者の25年度多量排出計画書に基づいて鉄鋼業の排出量が減少する個別推計を行い、
より実態に近い25年度の推計値を得ることとした。

鉄鋼業の将来推計に対する考え方について

2019年度 2023年度 2025年度
（推計）

鉄鋼業 197 191 127

他製造業 722 748 748

建設業 551 562 568

電気・水道業 1034 937 947

主要業種と鉄鋼業の排出量推移比較

鉄鋼業大手の排出・最終処分量推移

目標値
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将来予測の概要

【建設業】（現状維持）
人口増加の影響を受けると考えられるが、元年度の排出量は東京オリンピックの影響により
増加しているため、この分を差し引いて考える必要があり、現状のまま推移するものと予測。
【電気・水道業】（排出量微増）
電気業は新たに稼働する火力発電所の計画が無いため、現状維持。
上水道業では利用人口が増加するが、元年度の排出量は台風の影響により増加しているため、
差し引いて元年度の排出量を維持するものと予測。
下水道業では「川崎市総合計画第３期実施計画策定に向けた将来人口推計（更新版）」の
人口増加率に合わせて排出量が増加するものと予測。
【製造業】（排出量減少）
人口増加の影響を直接受けないと考え、調査時と排出量が変わらないものとして予測を行った。
鉄鋼業は大手企業の縮小を考慮した。
【その他の業種】（排出量微増）
「川崎市総合計画第３期実施計画策定に向けた将来人口推計（更新版）」の人口増加率を用いて推計

現計画策定時（2019年度当時）の将来予測の考え方について



事業者アンケートから見る事業者の意識

「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

・調査実施期間 令和６年５月３１日～７月５日（３６日間）
実態調査に合わせて実施

・3500事業者を対象とし、回答事業所数は1521業者。（回収率43.5％）

キーワード：減量化・資源化
Q.ごみの減量化・資源化の推進に向け、事業所ではどのような取組をしていますか。（複数可）

⇒紙類以外の廃棄物では社員教育（47％）や不要物の売却（27％）が挙げられた
28



「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

【業種別】Q.ごみの減量化・資源化の推進に向け、事業所ではどのような取組をしていますか。
（複数可）

⇒社員教育（14.5％）は各業種で9～18％、
一方で有償売却（8.2％）を回答している業種では５％から11％と業種間の格差は10％以内

紙の使用

量削減
（両面コ
ピー、
ペーパー
レス化な
ど）

新聞・雑

誌、段
ボール、
その他紙
類の資源
化

プラ製の

コンテナ
などの再
使用容器
の活用等
による段
ボール使
用量削減

包装材・

梱包材の
使用量の
削減

不要物の

有効利
用・有償
売却の促
進

従業員に

対する教
育の徹底

ごみの削

減目標の
設定

ごみの発

生抑制の
ための製
造工程の
改善

ごみ処理

に関する
管理体制
の整備
（責任者
の設置な
ど）

樹木等の

剪定によ
り発生し
た剪定枝
等の資源
化

規格材の

使用など
廃材発生
の少ない
資材の採
用

ユニット

工法など
廃材発生
の少ない
工法の採
用

再生資材

の工事利
用の促進

その他 特に行っ

ていない

無回答 合計 回答数

建設業 27.6% 21.1% 4.2% 5.7% 7.9% 13.8% 2.8% 1.0% 4.0% 1.8% 1.7% 1.7% 5.0% 0.4% 1.1% 0.1% 100% 528
製造業 23.1% 19.7% 7.6% 7.2% 10.7% 12.5% 4.6% 4.0% 6.3% 0.6% 1.0% 0.3% 0.8% 0.8% 0.6% 0.1% 100% 253
電気・水道業 35.8% 25.5% 1.9% 0.9% 7.5% 10.4% 1.9% 0.9% 4.7% 6.6% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 1.9% 0.0% 100% 42
運輸業 30.2% 16.7% 6.9% 5.0% 6.6% 17.2% 6.1% 0.0% 6.6% 0.5% 1.1% 0.0% 0.3% 1.1% 1.3% 0.3% 100% 124
卸・小売業 26.0% 20.0% 9.8% 11.1% 6.5% 16.4% 3.6% 1.0% 3.6% 0.6% 0.3% 0.0% 0.1% 0.3% 0.7% 0.0% 100% 204
学術研究・専門サービス業 24.6% 26.2% 3.1% 9.2% 9.2% 9.2% 6.2% 0.0% 7.7% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 100% 22
宿泊業・飲食店 22.7% 19.6% 11.3% 10.2% 8.0% 15.5% 3.3% 3.3% 2.8% 0.3% 0.3% 0.0% 0.6% 0.3% 1.9% 0.0% 100% 101
生活関連サービス業 34.8% 21.7% 4.3% 17.4% 0.0% 17.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 0.0% 100% 10
医療・福祉 32.9% 24.1% 4.9% 3.7% 5.4% 15.7% 3.4% 0.4% 4.7% 1.9% 0.6% 0.0% 0.0% 1.1% 0.9% 0.2% 100% 169
サービス業 20.2% 21.2% 5.4% 3.0% 15.3% 16.3% 3.0% 2.0% 6.4% 2.0% 0.0% 0.0% 2.5% 1.0% 1.5% 0.5% 100% 57

合計 26.7% 20.7% 6.4% 6.7% 8.2% 14.5% 3.6% 1.6% 4.7% 1.3% 1.0% 0.7% 2.0% 0.7% 1.0% 0.1% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒分別徹底によるリサイクル等の推進、エネルギー消費抑制に過半数回答が集まった。

キーワード：脱炭素化
Q.脱炭素化（ＣＯ2排出量の削減等）に向け、事業所ではどのような取組をしていますか。（複数可）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒分別徹底は建設業・製造業・電気水道業で回答の30％近くを占め、業種内で最大回答

【業種別】Q.脱炭素化（ＣＯ2排出量の削減等）に向け、事業所ではどのような取組をしていますか。
（複数可）

使い捨て

プラス
チック製
品（スト
ロー、
カップ
等）の使
用量の削
減

化石資源

由来のプ
ラスチッ
クから、
バイオプ
ラスチッ
クへの代
替を進め
ている。

廃棄物の

分別・選
別の徹底
によるリ
サイクル
等の推進

再生品、

再生資源
（原料）
の利用の
推進

廃プラス

チック類
を焼却処
分ではな
く、リサ
イクルで
きる処理
業者に委
託してい
る

リサイク

ルの容易
化、処理
の容易
化、製品
の長寿命
化等を考
慮した製
品の開発

エネル

ギー消費
を抑える
取組をし
ている
（LED照
明の導
入、空調
の効率化
等）

その他 特に行っ

ていない

無回答 合計 回答数

建設業 13.6% 1.2% 29.2% 11.5% 10.3% 0.7% 24.9% 0.9% 7.1% 0.4% 100% 528
製造業 5.0% 1.3% 30.9% 10.0% 14.0% 3.3% 29.9% 0.8% 3.8% 1.0% 100% 253
電気・水道業 14.1% 0.0% 31.8% 9.4% 9.4% 0.0% 23.5% 4.7% 4.7% 2.4% 100% 42
運輸業 7.6% 2.0% 26.0% 12.8% 13.2% 0.4% 28.4% 4.4% 5.2% 0.0% 100% 124
卸・小売業 17.9% 10.3% 20.2% 9.2% 14.3% 1.7% 20.6% 0.8% 3.6% 1.5% 100% 204
学術研究・専門サービス業 2.8% 0.0% 22.2% 0.0% 8.3% 5.6% 30.6% 13.9% 16.7% 0.0% 100% 22
宿泊業・飲食店 24.9% 14.4% 17.0% 2.9% 9.4% 1.8% 18.8% 6.9% 2.9% 1.1% 100% 101
生活関連サービス業 13.3% 0.0% 13.3% 13.3% 6.7% 0.0% 40.0% 0.0% 6.7% 6.7% 100% 10
医療・福祉 9.9% 1.1% 24.5% 11.7% 7.8% 0.7% 31.9% 0.0% 10.3% 2.1% 100% 169
サービス業 4.9% 1.4% 26.4% 19.4% 13.2% 0.7% 28.5% 2.1% 2.8% 0.7% 100% 57
合計 12.5% 3.8% 26.1% 10.4% 11.5% 1.4% 25.7% 1.9% 5.6% 0.9% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒産廃に関するBCPを作成していない事業所が９割以上。

キーワード：災害対策
Q.地震等の災害の発生に備えて、貴事業所では、BCP（事業継続計画）を作成していますか。
また、災害時においても産業廃棄物を滞りなく処理するために

「産業廃棄物の処理に関するBCP」を作成していますか。（一つ回答）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒全体的に各業種で７～９割の事業者は「産業廃棄物の処理に関するBCP」が作成されていない

【業種別】Q.地震等の災害の発生に備えて、貴事業所では、BCP（事業継続計画）を作成していますか。
また、災害時においても産業廃棄物を滞りなく処理するために

「産業廃棄物の処理に関するBCP」を作成していますか。（一つ回答）
両方とも

作成して
いる

BCPは作

成してい
るが、
「産業廃
棄物の処
理に関す
るBCP」
は作成し
ていない

BCPは作

成してい
ないが、
「産業廃
棄物の処
理に関す
るBCP」
は作成し
ている

両方とも

作成して
いない

その他 無回答 合計 回答数

建設業 2.3% 22.0% 0.4% 72.7% 0.6% 2.1% 100% 528
製造業 3.2% 41.1% 0.4% 47.4% 3.2% 4.7% 100% 253
電気・水道業 0.0% 61.9% 0.0% 28.6% 4.8% 4.8% 100% 42
運輸業 3.2% 49.2% 0.8% 43.5% 1.6% 1.6% 100% 124
卸・小売業 5.4% 41.7% 0.5% 42.6% 3.9% 5.9% 100% 204
学術研究・専門サービス業 9.1% 45.5% 0.0% 40.9% 4.5% 0.0% 100% 22
宿泊業・飲食店 3.0% 26.7% 1.0% 61.4% 2.0% 5.9% 100% 101
生活関連サービス業 0.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0% 20.0% 100% 10
医療・福祉 3.6% 55.0% 0.6% 35.5% 2.4% 3.0% 100% 169
サービス業 15.8% 28.1% 3.5% 45.6% 3.5% 3.5% 100% 57

合計 3.6% 35.6% 0.6% 54.4% 2.1% 3.6% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒利用していない事業場が54％と過半数。

キーワード：電子マニフェスト
Q.事業所では、電子マニフェストを利用していますか。（一つ回答）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒電気・水道、卸・小売、宿泊・飲食、サービス業以外の業種では過半数「利用していない」

【業種別】Q.事業所では、電子マニフェストを利用していますか。（一つ回答）

利用して
いる

利用して
いない

無回答 合計 回答数

建設業 34.3% 65.3% 0.4% 100% 528
製造業 45.5% 53.4% 1.2% 100% 253
電気・水道業 61.9% 33.3% 4.8% 100% 42
運輸業 34.7% 64.5% 0.8% 100% 124
卸・小売業 48.0% 48.5% 3.4% 100% 204
学術研究・専門サービス業 36.4% 63.6% 0.0% 100% 22
宿泊業・飲食店 60.4% 36.6% 3.0% 100% 101
生活関連サービス業 20.0% 70.0% 10.0% 100% 10
医療・福祉 46.2% 51.5% 2.4% 100% 169
サービス業 80.7% 15.8% 3.5% 100% 57
合計 43.6% 54.8% 1.7% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒電子マニフェストを知らない（35％）、排出量が少なくメリットが感じない（33％）
といった意見に回答が集まった

キーワード：電子マニフェスト
Q.前の質問で「利用していない」とお答えの事業所におたずねします。
電子マニフェストを利用していない理由は何ですか。（複数可）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒知らなかったと答えた事業所が、サービス業を除き各業種で２割は回答

【業種別】Q.前の質問で「利用していない」とお答えの事業所におたずねします。
電子マニフェストを利用していない理由は何ですか。（複数可）

電子マニ
フェスト
を知らな
かった

操作方法
が難しい
と感じる

ごみの排
出量が少
ないた
め、使用
するメ
リットを
感じない

委託先の
処理業者
が利用し
ていない

その他 無回答 合計 回答数

建設業 23.8% 13.5% 36.1% 16.5% 7.5% 2.5% 100% 345
製造業 24.8% 9.2% 30.7% 25.5% 8.5% 1.3% 100% 135
電気・水道業 25.0% 6.3% 18.8% 18.8% 31.3% 0.0% 100% 14
運輸業 33.0% 8.0% 27.3% 20.5% 9.1% 2.3% 100% 80
卸・小売業 39.3% 10.7% 20.5% 11.6% 14.3% 3.6% 100% 99
学術研究・専門サービス業 28.6% 0.0% 42.9% 7.1% 21.4% 0.0% 100% 14
宿泊業・飲食店 57.5% 12.5% 10.0% 12.5% 5.0% 2.5% 100% 37
生活関連サービス業 42.9% 0.0% 14.3% 28.6% 14.3% 0.0% 100% 7
医療・福祉 48.9% 6.4% 19.1% 14.9% 10.6% 0.0% 100% 87
サービス業 0.0% 16.7% 50.0% 25.0% 0.0% 8.3% 100% 9

合計 30.6% 10.8% 29.5% 17.5% 9.4% 2.1% 100% 827

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒自社で排出管理をしていると答えたのが８割弱

キーワード：廃棄物管理
Q.事業所のごみ置き場の管理は、どのようにされていますか。（一つ回答）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒飲食店等限られた土地でも営業できる業種では、テナント管理が１割から３割

【業種別】Q.事業所のごみ置き場の管理は、どのようにされていますか。（一つ回答）

自社で排
出管理し
ている

テナント
ビルなど
で一括管
理してい
る

その他 無回答 合計 回答数

建設業 79.4% 16.5% 4.0% 0.2% 100% 528
製造業 87.0% 8.3% 2.0% 2.8% 100% 253
電気・水道業 78.6% 4.8% 9.5% 7.1% 100% 42
運輸業 72.6% 21.0% 5.6% 0.8% 100% 124
卸・小売業 71.6% 21.1% 3.4% 3.9% 100% 204
学術研究・専門サービス業 63.6% 36.4% 0.0% 0.0% 100% 22
宿泊業・飲食店 55.4% 21.8% 20.8% 2.0% 100% 101
生活関連サービス業 90.0% 10.0% 0.0% 0.0% 100% 10
医療・福祉 78.1% 17.2% 1.8% 3.0% 100% 169
サービス業 86.0% 3.5% 1.8% 8.8% 100% 57
合計 77.4% 16.0% 4.6% 2.1% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒ごみ処理に掛かるコスト増が半数弱を占めている

キーワード：排出者自身に向けた課題意識
Q.事業所がごみを処理するうえで課題と感じていることはありますか。（複数可）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒コスト増が３割近くある一方、業種間で44～14％とバラつきがある。

キーワード：排出者自身に向けた課題意識
Q.事業所がごみを処理するうえで課題と感じていることはありますか。（複数可）

最近ごみ

処理にか
かるコス
トが増え
てきたこ
と

排出量が

少量のた
め、収集
運搬業
者・処分
業者の確
保が困難
であるこ
と

複合物な

ど分別が
しにくい
ごみが増
えてきた
こと

資源化し

たいが引
き取って
くれる業
者がいな
いこと

従業員に

分別排出
の意識が
浸透しな
いこと

分別や排

出方法の
ルールが
複雑でな
かなか理
解できな
いこと

その他 特にない 無回答 合計 回答数

建設業 32.3% 4.2% 17.7% 3.2% 7.8% 7.4% 2.0% 23.6% 1.9% 100% 528
製造業 33.2% 2.5% 16.5% 9.3% 8.5% 7.7% 3.0% 17.0% 2.2% 100% 253
電気・水道業 14.3% 4.1% 6.1% 2.0% 4.1% 4.1% 0.0% 57.1% 8.2% 100% 42
運輸業 22.6% 2.7% 19.4% 2.7% 16.7% 11.3% 1.1% 22.0% 1.6% 100% 124
卸・小売業 37.1% 1.5% 13.3% 6.1% 9.1% 9.1% 3.8% 17.0% 3.0% 100% 204
学術研究・専門サービス業 18.2% 6.1% 21.2% 6.1% 6.1% 12.1% 3.0% 21.2% 6.1% 100% 22
宿泊業・飲食店 44.1% 1.2% 8.8% 1.8% 15.3% 20.0% 0.6% 5.9% 2.4% 100% 101
生活関連サービス業 16.7% 8.3% 16.7% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 8.3% 100% 10
医療・福祉 42.1% 2.1% 14.0% 5.1% 7.7% 10.6% 1.7% 13.2% 3.4% 100% 169
サービス業 34.3% 0.0% 25.4% 1.5% 3.0% 1.5% 1.5% 29.9% 3.0% 100% 57
合計 33.6% 2.8% 15.9% 4.6% 9.3% 9.2% 2.1% 19.8% 2.6% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒資源化業者に関する情報提供が39％を占め、最多であった。

キーワード：市に向けた課題意識
Q.川崎市は、今後どのような取組に力を入れる必要があると思いますか。（複数可）

事業者アンケートから見る事業者の意識
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「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の結果について

⇒資源化業者に関する情報提供が建設、製造、電気・水道業で２割近く占めており
各業種で最大回答となっている

【業種別】Q.川崎市は、今後どのような取組に力を入れる必要があると思いますか。（複数可）

事業者に

対するご
み減量・
資源化に
係る広報
の充実

資源化で

きる業者
に関する
情報提供

ごみ処理

に関して
気軽に相
談できる
窓口や体
制の充実

事業者を

対象とし
たごみ処
理の講習
会の開催

事業者の

優良事例
紹介や表
彰

分別ルー

ル等を守
らない事
業者に対
する罰則
制度の創
設など指
導強化

市焼却処

理施設へ
のごみの
持ち込み
料金の引
き上げ

古紙など

資源物の
市焼却処
理施設へ
の持ち込
みの禁止

不適正処

理、不法
投棄に対
する、監
視・指導
体制の一
層の強化

処理業者

に関す
る、評価
や行政処
分等の情
報公開

廃棄物の

減量及び
リサイク
ル技術開
発・施設
整備への
補助・融
資制度の
拡充

優良な産

業廃棄物
処理業者
への支援
と育成

その他 無回答 合計 回答数

建設業 12.9% 20.2% 13.2% 5.0% 3.9% 3.6% 0.5% 1.0% 10.4% 3.1% 9.6% 10.9% 1.0% 4.7% 100% 528
製造業 12.2% 21.6% 13.4% 6.1% 3.6% 3.2% 0.5% 1.1% 9.1% 4.8% 9.7% 10.4% 2.0% 2.3% 100% 253
電気・水道業 8.2% 23.5% 14.1% 7.1% 3.5% 2.4% 1.2% 0.0% 9.4% 2.4% 10.6% 9.4% 1.2% 7.1% 100% 42
運輸業 12.7% 13.5% 16.6% 6.2% 3.1% 9.3% 0.8% 0.0% 9.3% 6.9% 8.1% 7.7% 1.2% 4.6% 100% 124
卸・小売業 12.8% 18.8% 15.0% 4.0% 4.3% 3.3% 1.0% 0.2% 10.9% 2.9% 11.4% 12.1% 0.7% 2.6% 100% 204
学術研究・専門サービス業 8.5% 17.0% 19.1% 6.4% 4.3% 4.3% 0.0% 0.0% 14.9% 2.1% 6.4% 10.6% 2.1% 4.3% 100% 22
宿泊業・飲食店 5.9% 12.2% 9.8% 2.9% 2.9% 2.4% 0.5% 0.0% 13.7% 2.0% 25.9% 18.0% 1.0% 2.9% 100% 101
生活関連サービス業 25.0% 18.8% 25.0% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 12.5% 100% 10
医療・福祉 12.8% 18.9% 18.9% 3.5% 3.8% 1.7% 0.6% 0.6% 8.7% 2.9% 10.8% 11.9% 1.7% 3.2% 100% 169
サービス業 6.8% 12.8% 12.8% 9.0% 9.0% 5.3% 1.5% 2.3% 5.3% 2.3% 12.0% 14.3% 3.0% 3.8% 100% 57
合計 11.9% 18.8% 14.3% 5.1% 4.0% 3.7% 0.6% 0.7% 9.9% 3.5% 11.0% 11.4% 1.3% 3.8% 100% 1510

事業者アンケートから見る事業者の意識
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【資源循環・循環経済を推進する上での課題】
・資源化＋脱炭素化＋事業者自身に向けた課題意識＋市に向けた課題意識
不要物売却・分別は取り組む事業者が各業種30％近くあり、
市に対する課題として、再資源化業者に関する情報提供を求める声が大きい
また処分コスト増の負担を事業者は課題と感じている

⇒〇まとめ
排出事業者の排出抑制を促しつつ再生利用率の高い処理方法・処分業者へと誘導していく取組
合わせて有償売却による再資源化を進めることで、コスト増への解決策を提供する取組が考えられる

【取組継続が必要と考えられる課題】
・電子マニフェスト＋災害対策＋廃棄物管理
電子マニフェスト利用を申告している業者が半数に届いておらず、
産廃BCPを作成していない排出事業者は９割以上あるため、どのように取組を行き届かせるか
また、テナント管理で廃棄物管理を行っている事業者に対し、適正処理を啓発することも課題

⇒〇まとめ
広報・指導の機会を通じ、産廃BCPや電子マニフェスト普及の取組継続
複合施設のテナント業者を始め、廃棄物管理・適正処理の啓発継続が考えられる

「廃棄物に係る意識等についてのアンケート」の課題とまとめ

事業者アンケートから見る事業者の意識
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知っておきたい産廃のこと－１【市民向け産業廃棄物啓発の小冊子（2022年製作）】
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知っておきたい産廃のこと－２【市民向け産業廃棄物啓発の小冊子（2022年製作）】
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知っておきたい産廃のこと－３【市民向け産業廃棄物啓発の小冊子（2022年製作）】



48

知っておきたい産廃のこと－４【市民向け産業廃棄物啓発の小冊子（2022年製作）】


